
平成１５年度見込み通信量等による精算について







２．平成１５年度見込み通信量等による精算実施の判定

（１）加入者交換機経由通信時間の変動率

（単位：千時間）
区分 通信量等

①H１３年度下期＋H１４年度上期加入者交換機経由通信時間 8,111,656

②H１５年度加入者交換機経由見込み通信時間 6,146,157

③変動率（②／①－１） ▲24.2%

（２）平成１５年度見込み通信量等による精算実施の判定

１）の③�２平成１５平成の み通信実施）２平成１５▲のの１単位加入者交換機経由通信時間の単位１５▲１ ５２▲ 単 位 �２１ ５▲▲ 単 位 １ １ １ ５単 位 断２平 成１ ５平 成の み 通 信 琉 率に よ る単 位 １ 精 算 傘 位



３．平成１５年度見込み通信量等を用いて計算した額の算定根拠

(東西合算した原価及び通信量等に基づく額)

電気通信事業法第３８条の２第４項の機能（接続料規則第４条の表
２の項（加入者交換機能のうち同表備考２のイか�

４項の�４条の 項









Ｃ.市内・ＺＡ内市外比率

ア.通信回数

区分 通信回数 備考

（千回） 比率

a.市内 78,201 0.55549192 平成１４年度実績

b.ＺＡ内市外 62,577 0.44450808

c.計 140,777 1.00000000 ａ＋ｂ

イ.通信時間

区分 通信時間 備考

（千時間） 比率

a.市内 2,825 0.58043909 平成１４年度実績

b.ＺＡ内市外 2,042 0.41956091

c.計







Ⅲ.投資等比率及び貯蔵品比率の算定

(1)投資等比率の算定
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( )貯蔵品比率の算定
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Ⅵ.他人資本利子率の算定

(1)有利子負債に対する利子率

　　有利子負債の額に対する他人資本費用の平成14年度実績とした。

1.79%

(単位：％)

年度 14

区分

1.79

(注)借入金の平均利子率である。

(2)有利子負債以外の負債の利子相当率

　　国債利回りの過去5年平均とした。

1.45%
(単位：％)

年度 10 11 12 13 14 平均

区分

1.50 1.69 1.64 1.29 1.13 1.45

(注)国債(利付・10年物)の平均利回りである。

(3)他人資本利子率

　　他人資本利子率　=　> Tj�27 0  TD <82> Tj�27 0  TD <8.79

�

�0> Tj�27 0  TD <82> Tj�27 0  TD <8.21%�=

　　� に対する利子率。





Ⅷ.利益対応税率の算定

利益対応税としては、事業税、法人税、道府県民税、市町村民税を見込んだ。

69.87%

(算定方法)

　1.税芋 ﾉﾌ 窟算定 税芋 を 戚zｾをn(.) T204.29 0  TD /F0 8.2286  Tf�0.75  Tc <82C68782E9BE> Tj�27 0  TD 0  Tc <8142> Tj�4604.25 -24  Tc 78141> Tj�9 0  TD 0.75  Tc <8E968BC6908EC08C88FE90C597A6> T-9 -1224  Tc <81 <8140> Tj�18 0  TD <8E968BC6908A7ABE> Tj�36 0  TD 0  Tc <82F0> Tj�9 0  Tc 277F0> Tj�9 0  TD /F6.732586  Tf�0.375  Tc (1) T3 0.79 0  TD /F0 8.2286  Tf�0.75  Tc <82C68782E9BE> Tj�27 0  TD 0  Tc <8142> Tj�02 0.751224  Tf�0.75  Tc <81 <81 298F0> Tj�27 0  TD /F4.488386  T075  Tc (1) T204.29 0  Tc <8140> Tj�4.5 0  TD /F0 8.2286  Tf�0.375  Tc=(q � 　.37%� .





Ⅹ.負担比率の算定

１.








